


































































































































































「GCA東京 2013」の概要について述べた。手探りだった GCA東京 2013が成功のうちに終
了し，これに手応えを感じた翌年の 2014度からは，GCA東京は夏と冬の 2回開催となった。





期 実施時期 参加留学生の国・地域 留学生数 学習院生数
1 2013. 7 韓国・中国・台湾・豪州・インドネシア 50 100
2 2014. 7 韓国・中国・台湾・豪州 50 100
3 2015. 1-2 エジプト・フランス・イギリス・豪州・タイ・インドネシア 33 60
4 2015. 7 韓国・台湾・中国・豪州・アメリカ・カナダ・フランス・タ
イ・インドネシア
51 100
5 2016. 1-2 韓国・中国・台湾・フランス・オーストラリア・タイ 33 80
6 2016. 7 韓国・中国・台湾・豪州・タイ・フランス 36 100
7 2017. 1-2 韓国・中国・台湾・豪州 40 40
8 2017. 7-8 韓国・中国・台湾・豪州・タイ・フランス 33 100








































































































































































































































































































































































  以上で GCA東京の設立経緯と，その後の発展について述べてきた。途中で課題探求型
現地研修の形態が個人調査からグループワークへの変化したことも述べた。この節では，標
題にもなっている「異文化の研究・教育者による協働プログラム」について説明する。
学生部メンバーによる説明会の様子
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まず，筆者が担当した 1期から 9期までのプログラムの担当者とその学問分野を以下の表
に示す。教授や准教授，PD共同研究員は学習院大学の所属である。日本語コーディネータ
ーは有期で外部雇用するケースが多かったが，こちらは皆，日本語学か日本語教育学を専門
とする教員であった。異分野の研究・教育者による協働が見られたのは課題探求型現地研修
の担当においてであるので，そちらの担当者は専門を詳細に記している。
こうして振り返ると，1期から 8期までは責任者が史学の専門家であったこともあり，史
学系の研究者が担当することが多かった。しかし史学といっても，古代史から近代史，現代
史もあり，社会運動に視点を当てた研究もあれば農村の発展についての研究，ジェンダーに
関する研究もあり，実に様々である。研究分野が違えば自然と調査の方法も異なる。学生に
どのように方法論を提示し，どのように指導するかも様々であった。スタッフとは毎回の会
議でそれぞれの分野の知見を出し合って話し合いを進めるように心がけていた。
2．異分野間の協働の意味
表 3で示したように，筆者は学習院大学で勤務した 5年間，歴史，経済，政治など様々
な分野の専門家と協働して日本語教育プログラムにおけるプロジェクトワーク（課題探求型
現地研修）を担当した。どのようなテーマが良いのか，そのテーマについて現地研修を行う
のであれば，どのような場所に行き，どのような人物に会うべきか，方法論としてはどのよ
うな順序で学生に取り組ませるべきかという全体的な構想から，スタッフ間で問題を共有し，
話し合いながら進めてきた。その結果，異分野の研究・教育者が集まって作り上げたからこ
そ得られる教育上の効果を実感することもしばしばであった。
通常，言語教育の現場においては，コースの目標として「言語能力の習得」に焦点が当て
られているため，他分野の研究・教育者がコースの実質的な担当者として教育に当たること
はそれほど一般的でないと思われる。日本語教育で言えば，日本語教育学や日本語学及びそ
の関連領域を専修した研究・教育者が教鞭を執るのが通常であり，それ以外の分野の専門家
は，ゲストスピーカーとして招かれ，授業内講演を行ったり，インタビュープロジェクトな
どのインタビュイーとして協力したり，といった関わり方にとどまるケースが多い。
その一方で，最近の教育業界一般の傾向として，アクティブラーニングやタスク重視の活
動が推奨されており，日本語教育においても実践的な言語能力を養う学習のあり方としてプ
ロジェクトワークなどの活動を行うことが増えてきている。プロジェクトワークの内容は多
岐にわたるが，しばしば目にする内容として，「日本」にまつわる様々なテーマ（日本文化，
日本事情，日本の社会や芸術，宗教や自然など）について調べ学習をして発表する，といっ
た調査成果発表型のワークなどがある。実際に身近な地域に出ていってフィールドワーク的
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な調査をする，というのも一般的だろう。
その際に，プロジェクトをコーディネートし，ファシリテートするのは日本語教師になる。
プロジェクトワークの内容が教師の専門性と合致したものであれば別であるが（例えば，言
語学を専門とする日本語教師がテーマとして「若者のスピーチスタイル調査」を選び，指導
する等），多くの場合は専門外のことを扱うことになる。大学レベルの教育において，異分
表 3　グローバル・キャンパス・アジア東京の担当者一覧
期 責任者（学問分野）
課題探求型現地研修の担当者
（専門）
日本語教育
コーディネーター
1
村松弘一
学習院大学教授
（歴史学分野）
村松弘一教授（中国古代史）
川上淳一准教授（経済政策）
幸松英恵 PD共同研究員（日本語文法）
大江淳子（外部雇用）
※学習院大学所属ではな
くその時期のみ有期雇用
2
村松弘一
学習院大学教授
村松弘一教授（中国古代史）
伊藤真実子准教授（日本近代史）
幸松英恵 PD共同研究員（日本語文法）
許家晟 PD共同研究員（日本思想史）
大江淳子（外部雇用）
3
村松弘一
学習院大学教授
村松弘一教授（中国古代史）
幸松英恵 PD共同研究員（日本語文法）
許家晟 PD共同研究員（日本思想史）
進藤久乃 PD共同研究員（フランス文学）
大江淳子（外部雇用）
4
村松弘一
学習院大学教授
村松弘一教授（中国古代史）
幸松英恵 PD共同研究員（日本語文法）
許家晟 PD共同研究員（日本思想史）
大江淳子（外部雇用）
5
村松弘一
学習院大学教授
村松弘一教授（中国古代史）
幸松英恵 PD共同研究員（日本語文法）
村上佳恵（外部雇用）
6
村松弘一
学習院大学教授
村松弘一教授（中国古代史）
幸松英恵 PD共同研究員（日本語文法）
井上睦 PD共同研究員（比較政治，福祉）
村上佳恵 PD共同研究員
7
村松弘一
学習院大学教授
村松弘一教授（中国古代史）
幸松英恵 PD共同研究員（日本語文法）
青木俊介 PD共同研究員（中国古代史）
五味知子 PD共同研究員（中国近世史，ジェンダー）
幸松英恵 PD共同研究員
8
村松弘一
学習院大学教授
村松弘一教授（中国古代史）
幸松英恵 PD共同研究員（日本語学）
青木俊介 PD共同研究員（中国古代史）
河野正 PD共同研究員（中国現代史）
金耿昊 PD共同研究員（日本現代史）
幸松英恵 PD共同研究員
9
小林立明
学習院大学准教授
（経済学分野）
幸松英恵 PD共同研究員（日本語学）
青木俊介 PD共同研究員（中国古代史）
河野正 PD共同研究員（中国現代史）
金耿昊 PD共同研究員（日本現代史）
渡辺陽子 RA（日本語教育学）
幸松英恵 PD共同研究員
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野の教育・研究者がそのテーマについて指導をするということは普遍的な現象ではないだろ
う。その際には「言語能力の向上」に重点を置いたテーマ学習であることを謳いつつ，「課
題探究力や調査力の向上」も狙うという二兎を追うスタイルになるのが大部分ではないかと
思われる。その「言語能力の向上」と「課題探究力や調査能力の向上」の比重は，プロジェ
クトワークが可能になる中級から超級にかけて，おそらく反比例して行くのではないかと想
像される。つまり言語の運用レベルが上がるにつれて，言語能力そのものを超えて，課題探
究力や調査能力の向上に比重を置くプログラムになっていく。そのとき，テーマそのものに
日本語教師がどこまで肉薄し，どこまで指導できるのかということにジレンマを感じること
があるかもしれない。
学生の立場からも，ある程度時間をかけて授業内活動として取り組んでいるプロジェクト
のテーマであれば，正しい方法論で学びたいと考えるだろう。特に上級や超級の学生にとっ
ては「目標言語」をツールとして「専門性」そのものを深める素地はあり，場合によっては
当該分野の大学院生の方が，語学教師以上にテーマについて詳しい場合もあり得る。
筆者の専門はフィールドワーク調査を伴う分野ではなく，社会科学分野における調査手法
に関しては未知の領域であった。上表のような様々な研究・教育者とミーティングを重ね，
時にはぶつかり合いながらも，課題探求型現地研修を指導してこられたのは，自分自身のキ
ャリアにとって大きなプラスとなっている。本務校における現地調査の指導時に，この時の
経験が活きているのではないかと思うことがしばしばである。
反対に，日本語教育に関わったことがない担当者にとっては「日本語教育」の専門家と共
に仕事をすることで，日本語教育の専門家が，日本語学習者に対してどのように接し，どの
ような点に注意を払っているのかを間近で見ることとなった。その結果，「異文化コミュニ
ケーション」という要素を加味しての調査指導をする体験を得たそうである。今後，人口減
PD共同研究員（史学分野）からの指導を受ける学生
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少による大学入学者の減少分を留学生で埋めようとする傾向が加速することを思えば，学部
や学科の指導学生における留学生の占める割合が増えていく可能性が高い。その際に，若い
PD共同研究員だった時代に日本語教師と共に日本語学習者の指導に当たった経験は，それ
ぞれの研究者の留学生教育への理解に大きな影響を持つのではないかと思われる。
おわりに
GCA東京が対象としてきた日本語中上級以上の学生になると，将来的に長期留学を計画
していたり，日本での就職を希望していたりと，日本社会での生活者になる意思を持つ日本
語学習者が多い。そのような学生にとっては，言語能力もさることながら，日本人との共
学・協働の経験値をあげることは重要なことである。彼らが学ぶ本国の教育機関や日本の予
備教育機関では言語能力を高めることに注力しなければならず，共に学び，プロジェクトを
行える日本人を確保することもそれほど簡単ではないと思われる。
同時に，日本国内企業のグローバル化が進み，多国籍チームでの協働が進むことが予想さ
れる中，日本の大学で学ぶ日本人学生にとっても，外国人学生との協働の場を経験すること
は，今後ますます重要になると思われる。
そのような背景において，GCA東京の，日本語を「コミュニケーションのツール」とし
て使用し，日本語母語話者とも協働して課題探求型現地研修をするというプロジェクトワー
ク型のプログラムは，一定の効果を持っていたと言えるだろう。その際に，日本の歴史，日
本の伝統文化，日本の社会経済など，広く日本の事象に関する現地研修の指導を，日本語教
育学や日本語学を専門とする教員のみで行うのは難しい場合もあり得る。GCA東京は設立
の経緯から，やや特異な組織で留学生教育を担当してきたのであるが，結果としては幅広く
深い学びを提供することが可能になっていたのは事実である。
10期以降，さらに GCA東京は発展をつづけたのであるが，その詳細については，本研究
年報の原・青木（2021）を参照されたい。
（ゆきまつ　はなえ　　東京外国語大学講師）
